
過去6年間の要約財務データ（米国会計基準連結）
事業年度：4月1日〜翌年3月31日�  
この過去6年間の要約財務データは、あくまで利便性を目的としており、様式20 -F（英文版のみ）と併せてお読みいただくようお願いします。

データセクション

2009年3月期 2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期

損益計算書：
収益：
　委託・投資募集手数料 ¥     306,803 ¥     395,083 ¥     405,463 ¥     347,135 ¥     359,069 ¥     474,557
　投資銀行業務手数料 54,953 121,254 107,005 59,638 62,353 91,301
　アセットマネジメント業務手数料 140,166 132,249 143,939 144,251 141,029 167,247
　トレーディング損益 (128,339) 417,424 336,503 272,557 367,979 476,356
　プライベート・エクイティ投資関連損益 (54,791) 11,906 19,292 25,098 8,053 11,392
　金融収益 331,356 235,310 346,103 435,890 394,007 416,350
　投資持分証券関連損益 (25,500) 6,042 (16,677) 4,005 38,686 15,156
　その他 39,863 37,483 43,864 563,186 708,767 179,485
　　収益合計 664,511 1,356,751 1,385,492 1,851,760 2,079,943 1,831,844
　金融費用 351,884 205,929 254,794 315,901 266,312 274,774
　　収益合計（金融費用控除後） 312,627 1,150,822 1,130,698 1,535,859 1,813,631 1,557,070
金融費用以外の費用：
　人件費 491,555 526,238 518,993 534,648 547,591 570,058
　支払手数料 73,681 86,129 92,088 93,500 91,388 111,849
　情報・通信関連費用 154,980 175,575 182,918 177,148 179,904 192,168
　不動産関係費 78,480 87,806 87,843 100,891 91,545 80,142
　事業促進費用 31,638 27,333 30,153 48,488 49,010 38,485
　その他 262,558 142,494 125,448 496,227 616,463 202,754
　　金融費用以外の費用計 1,092,892 1,045,575 1,037,443 1,450,902 1,575,901 1,195,456
税引前当期純利益（損失） (780,265) 105,247 93,255 84,957 237,730 361,614
法人所得税等 (70,854) 37,161 61,330 58,903 132,039 145,165
当期純利益（損失） (709,411) 68,086 31,925 26,054 105,691 216,449
差引：非支配持分に帰属する当期純利益（損失） (1,219) 288 3,264 14,471 (1,543) 2,858
当社株主に帰属する当期純利益（損失） ¥    (708,192) ¥      67,798 ¥       28,661 ¥       11,583 ¥     107,234 ¥     213,591
貸借対照表（期末）：
現金・預金 ¥  1,422,709 ¥  1,352,244 ¥  2,150,453 ¥  1,953,677 ¥  1,652,752 ¥  2,189,310
貸付金および受取債権 1,643,007 2,071,714 2,227,822 2,211,423 2,629,875 2,570,678
担保付契約 8,412,618 12,467,213 15,156,318 13,742,646 14,115,257 17,347,001
トレーディング資産およびプライベート・エクイティ投資 11,672,612 14,700,282 15,241,931 14,123,594 17,124,349 18,714,314
その他の資産 1,686,902 1,638,975 1,916,466 3,665,972 2,420,206 2,699,011
　　資産合計 ¥24,837,848 ¥32,230,428 ¥36,692,990 ¥35,697,312 ¥37,942,439 ¥43,520,314
短期借入 ¥  1,183,374 ¥  1,301,664 ¥  1,167,077 ¥  1,185,613 ¥     738,445 ¥     602,131
支払債務および受入預金 1,242,318 1,528,419 2,103,608 2,437,370 2,413,801 2,836,873
担保付調達 10,157,954 11,216,481 13,686,438 12,519,274 15,409,383 17,111,999
トレーディング負債 4,752,054 8,356,806 8,688,998 7,495,177 8,491,296 11,047,285
その他の負債 467,574 494,983 552,316 1,165,901 978,163 1,141,750
長期借入 5,483,028 7,199,061 8,402,917 8,504,840 7,592,368 8,227,063
　　負債合計 23,286,302 30,097,414 34,601,354 33,308,175 35,623,456 40,967,101
当社株主資本合計 1,539,396 2,126,929 2,082,754 2,107,241 2,294,371 2,513,680
非支配持分 12,150 6,085 8,882 281,896 24,612 39,533
資本合計 1,551,546 2,133,014 2,091,636 2,389,137 2,318,983 2,553,213
　　負債および資本合計 ¥24,837,848 ¥32,230,428 ¥36,692,990 ¥35,697,312 ¥37,942,439 ¥43,520,314
キャッシュ・フロー計算書：
営業活動によるキャッシュ・フロー ¥    (712,629) ¥ (1,500,770) ¥    (235,090) ¥     290,863 ¥     549,501 ¥     457,426
投資活動によるキャッシュ・フロー (98,905) (269,643) (423,214) 9,942 (160,486) (103,195)
財務活動によるキャッシュ・フロー 999,760 2,176,530 1,284,243 (844,311) (701,623) 289,385
現金および現金同等物に対する為替相場変動の影響額 (81,896) 964 (26,246) (6,314) 47,175 41,089
現金および現金同等物の増加（減少）額 ¥     106,330 ¥     407,081 ¥     599,693 ¥    (549,820) ¥    (265,433) ¥     684,705

単位：百万円
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データセクション

CSR関連データ

コーポレート・ガバナンス
単位 2011年6月末 2012年6月末 2013年6月末 2014年6月末

取締役構成
取締役数合計 人数 14 11 11 11

　社外取締役
人数 8 7 6 6
比率（％） 57 64 54 54

　外国人取締役
人数 4 3 3 3
比率（％） 29 27 27 27

　女性取締役
人数 1 1 1 1
比率（％） 7 9 9 9

単位 2011年4月1日 2012年4月1日 2013年4月1日 2014年4月1日
役員構成（執行役・執行役員）
男性 人 30 41 23 27
女性 人 1 2 2 2
女性比率 ％ 3 4 8 6

単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
取締役会
実施回数 回 10 10 11 10
平均出席率 ％ 96 95 97 98

＊取締役会の回数・出席率は、2013年4月〜2014年3月の実績

お客様とのかかわり
単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

お客様相談室への相談件数（営業部門）
合計 件 5,189 5,005 5,693 7,010*1

　苦情 件 2,359 3,012 3,409 4,023*2

　問い合わせ 件 2,408 1,836 2,119 2,730
　意見・要望 件 256 13 23 55
　その他 件 166 144 142 202

＊1 2013年度の相談件数の増加は、電話回線の混雑にかかわる相談の増加による
＊2 うち顧客情報管理関連69件

バリアフリー・緊急時対応設備設置支店数（営業部門）
適合証・認定取得 店 30 30 30 30
車椅子対応トイレ 店 78 80 81 78
車椅子対応エレベーター 店 53 54 57 66
出入り口段差解消（スロープ・昇降設備・段差なし） 店 136 140 139 129
出入り口段差対応（手すり・段差縮小） 店 15 14 13 13

単位 2011年6月 2012年6月 2012年9月 2013年12月*
店頭サービスに関するお客様満足度調査結果（営業部門）
大変満足／満足 ％ 76.6 77.0 85.1
普通 ％ 20.0 19.1 10.6
大変不満／不満 ％ 3.4 3.9 4.3

＊ 本調査は126店舗で実施。回答率26.1%

単位 2012年度＊1 2013年度＊2
2014年度

(4月〜6月)*3

社会貢献型債券
本数 本 9 5 3
発行額 百万円 47,966 53,574 50,151

＊1 ADBクリーン・エナジー・ボンド(AUD/TRY/BRL）、グリーンIFC債（AUD/TRY/BRL）、ADBクリーン・エナジー・ボンド（NZD/TRY/ZAR）
＊2 ADBクリーン・エナジー・ボンド（MXN/BRL）、AfDB教育支援債（BRL）、ADBウォーターボンド（TRY/BRL）
＊3 世界銀行グリーンボンド（TRY/BRL）、AfDB食糧安全保障債（BRL）

地域社会とのかかわり
単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

社会貢献支出額

合計
金額（百万円） 1,400 1,235 1,348 1,323

比率（％） — — — —

　教育
金額（百万円） 623 582 556 604

比率（％） 44.5 47.1 41.2 45.6

　文化芸術・スポーツ
金額（百万円） 71 106 81 66

比率（％） 5.0 8.6 6.0 4.9

　科学・学術振興
金額（百万円） 162 83 129 117

比率（％） 11.6 6.7 9.5 8.8

　地域貢献
金額（百万円） 138 200 199 190

比率（％） 9.8 16.1 14.7 14.3

　福祉・健康
金額（百万円） 55 49 79 39

比率（％） 3.9 3.9 5.8 2.9

　環境
金額（百万円） 25 43 47 84

比率（％） 1.8 3.4 3.4 6.3

　人権・労働
金額（百万円） 27 3 4 20

比率（％） 1.9 0.2 0.2 1.5

　災害支援
金額（百万円） 121 71 88 78

比率（％） 8.6 5.7 6.5 5.9

　その他
金額（百万円） 182 103 171 129

比率（％） 13.0 8.3 12.6 9.7

地域コミュニティ開発のために実施した
プロジェクトの件数
合計 件 173 370 423 299

　日本 件 40 27 24 17

　欧州 件 83 196 195 78

　米州 件 31 107 151 114

　アジア 件 19 40 53 90

社会貢献関連団体への支援実績
支援団体数 団体 200 243 274 257

単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 累計

金融・経済教育の提供実績

出張授業（小学校、中学校、高校、教員） 2008年〜
実施数 10 22 31 56 162

参加人数 734 1,087 1,865 2,825 8,997

大学向け金融教育講座 2001年〜
学校数 108 115 114 112 1,440

受講者数 10,000 12,000 11,000 11,000 195,000

社会人向け金融学習講座 2003年〜
回数 630 536 444 531 6,568

受講者数 28,659 27,839 21,696 23,897 341,054

日経STOCKリーグ 2000年〜
チーム数 1,565 1,420 1,287 1,484 21,710

出場者数 6,331 5,741 5,120 5,699 86,312

小学校向け学習教材（街のけいざい教室） 2008年〜
学校数 200 120 396 227 2,943

部数 30,000 5,000 17,422 14,639 237,061

中学校向け学習教材（街のTシャツ屋さん） 2006年〜
学校数 400 180 387 215 4,482

部数 50,000 17,200 17,326 12,162 426,688
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データセクション

CSR関連データ

社員とのかかわり
単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

教育研修費
合計 百万円 2,455 2,033 2,441 2,515

　日本 百万円 1,573 1,468 1,907 1,978

　欧州 百万円 489 133 108 81

　米州 百万円 257 280 233 262

　アジア 百万円 136 153 193 194

教育研修受講実績（社内研修）

合計
延べ受講時間（hr.） 272,528 225,184 254,117 406,602
延べ受講人数 13,146 21,928 22,048 89,657

　日本
延べ受講時間（hr.） 207,458 169,385 208,087 284,920
延べ受講人数 8,255 11,965 12,081 12,325

　欧州
延べ受講時間（hr.） 3,790 2,766 1,732 26,117
延べ受講人数 407 977 647 21,822

　米州
延べ受講時間（hr.） — 7,390 7,204 7,811
延べ受講人数 — 1,182 1,794 5,598

　アジア
延べ受講時間（hr.） 61,280 45,643 37,094 87,754
延べ受講人数 4,484 7,804 7,526 49,912

＊欧州・アジアでのデータの増加は、情報の精緻化と研修数の増加による

社員構成

合計
社員数 26,871 27,168 26,242 26,019
男性比率（％） 62 62 62 62
女性比率（％） 38 38 38 38

　日本
社員数 14,918 15,145 15,004 15,062
男性比率（％） 56 56 57 56
女性比率（％） 44 44 43 44

　欧州
社員数 4,353 4,014 3,618 3,461
男性比率（％） 70 70 70 71
女性比率（％） 30 30 30 29

　米州
社員数 2,348 2,420 2,271 2,281
男性比率（％） 74 74 74 74
女性比率（％） 26 26 26 26

　アジア
社員数 5,252 5,589 5,349 5,215
男性比率（％） 68 66 65 64
女性比率（％） 32 34 35 36

地域別社員構成
合計 ％ 100 100 100 100

　日本 ％ 55 56 57 58

　欧州 ％ 16 15 14 13

　米州 ％ 9 9 9 9

　アジア ％ 20 20 20 20

雇用契約別構成（日本国内）
フルタイム 人 14,918 15,145 15,004 15,062

パートタイム 人 788 766 606 586

単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

新規雇用者
合計 人 3,631 3,359 2,554 2,920

　日本 男性（人） 548 573 446 507

女性（人） 439 495 581 522

　欧州 人 754 663 307 503

　米州 人 638 478 361 418

　アジア 人 1,252 1,150 859 970
＊集計の精緻化により2010年度〜2012年度の日本のデータを修正

管理職構成

合計
男性 6,643 7,299 7,024 6,913
女性 898 1,064 1,055 1,031
女性比率（％） 12 13 13 13

　日本（野村ホールディングス、野村證券）
男性 3,474 3,623 3,549 3,480
女性 173 205 219 218
女性比率（％） 5 5 6 6

　欧州
男性 1,553 1,693 1,557 1,507
女性 317 325 315 290
女性比率（％） 17 16 17 16

　米州
男性 786 1,060 1,016 1,028
女性 159 243 234 234
女性比率（％） 17 19 19 19

　アジア
男性 830 923 902 898
女性 249 291 287 289
女性比率（％） 23 24 24 24

育児・介護支援諸制度取得実績（野村證券）
産前・産後休暇 人 233 237 249 273

育児休業 人 338 367 392 414

子の看護休暇 人 435 478 529 571

育児時間 人 104 148 175 223

託児所費用等の補助 人 332 365 390 408

介護休業 人 13 6 11 10

介護のための勤務時間短縮制度 人 0 0 2 3

介護休暇 人 30 33 43 48

育児休業後の復職および定着率（野村證券）

復職率
男性（％） 100 100 100 100
女性（％） 96 99 98 93

定着率
男性（％） 100 100 50 100
女性（％） 95 98 98 98

人権啓発研修（野村證券）
実施回数 回 32 20 16 28

受講者数 人 13,827 9,823 14,129 15,220

その他人事・労務関連状況
離職率（日本国内） ％ 5 6 7 6

高齢者（60歳以上）再雇用（日本国内） 人 713 763 727 719

障がい者雇用率（野村證券） ％ 1.86 2.00 2.02 2.09

年次有給休暇平均取得日数（野村證券） 日 9.7 9.9 10.0 9.2

労働組合加入率（野村證券） ％ 53.8 52.8 53.0 53.5

社員の平均年間給与（野村證券） 千円 10,869 10,660 9,990 11,187
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データセクション

環境報告に関する第三者保証CSR関連データ

環境とのかかわり
単位 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

GHG排出量

スコープ1 直接的な排出＊1

国内野村グループ t-CO2 2,673 2,373 2,247 1,917 
欧州主要拠点 t-CO2 1,256 1,299  1,318 979 
アジア主要拠点 t-CO2 101 76 76 143 
米州主要拠点 t-CO2 — 0 0 46 

スコープ2 間接的な排出＊1

国内野村グループ t-CO2 41,953 34,214 38,988 42,300 
欧州主要拠点 t-CO2 22,408 21,629 16,842 17,334 
アジア主要拠点 t-CO2 16,816 24,357 24,323 21,601 
米州主要拠点 t-CO2 — 15,235 14,507 13,912 

スコープ1、2　 
社員一人あたりの排出量＊1

国内野村グループ t-CO2/FTE 3.0 2.4 2.8 2.9 
欧州主要拠点 t-CO2/FTE 6.4 6.9 6.2 6.0 
アジア主要拠点 t-CO2/FTE 5.7 5.0 5.4 4.9 
米州主要拠点 t-CO2/FTE — 6.3 6.5 6.1 

スコープ3　社員の移動に伴う 
排出量＊2(空路、鉄道、自動車）

国内野村グループ t-CO2 12,407 18,505 17,919 18,729 
欧州 t-CO2 — 9,446 9,728 9,253 
アジア＊3 t-CO2 2,595 11,883 11,057 9,552 
米州 t-CO2 — 6,060 5,124 5,561 

エネルギー消費

直接的エネルギー消費
　（天然ガス等）＊4

国内野村グループ MWh 14,275 12,664 11,948 10,147 
欧州主要拠点 MWh 6,783 6,981 7,025 5,235 
アジア主要拠点 MWh 406 272 800 608 
米州主要拠点 MWh — 0 0 225 

間接的エネルギー購入
　（購入電力量）＊4

国内野村グループ MWh 89,674 74,648 74,293 74,117 
欧州主要拠点 MWh 47,830 50,091 38,679 41,164 
アジア主要拠点 MWh 17,813 27,474 28,012 26,942 
米州主要拠点 MWh — 23,197 22,665 24,147 

うちグリーン電力購入量＊5 MWh 5,900 7,424 6,329 6,317 

（購入冷熱量）

国内野村グループ MWh 26,740 20,550 17,523 15,258 
欧州主要拠点 MWh 0 0 0 0 
アジア主要拠点 MWh 0 2,352 1,907 1,731 
米州主要拠点 MWh — 10,047 7,924 2,220 

環境資源効率

水使用量＊6

国内野村グループ 千m3 204 188 178 177
欧州主要拠点 千m3 101 136 124 124
アジア主要拠点 千m3 36 33 45 45
米州主要拠点 千m3 — 4 4 14

紙使用量＊7 ton 746 820 759 746

廃棄物排出量＊8 ton 1,450 1,223 1,904 2,659

第三者保証は、2013年度の開示データのうち、国内野村グループ、欧州主要拠点およびアジア主要拠点を対象としています。
スコープ1、2、3の区分は、The Greenhouse Gas Protocol （GHG Protocol） http://www.ghgprotocol.orgの区分に従っています。
＊1 ‌�アジア主要拠点について、2010年度はインド拠点分のみを集計。スコープ2については、集計の精緻化により、アジア主要拠点の2011年度および2012年度データを修正。使用し

た排出係数の詳細はhttp://www.nomuraholdings.com/jp/csr/data/参照。
＊2 ‌�国内外の航空機・長距離鉄道のうち指定業者を通じて購入したものを集計。アジアについて、2010年度はインド拠点分のみを集計。国内野村グループ、欧州、アジアのうちインドお

よび香港拠点については、常時利用する車両にかかる実績も集計。使用した排出係数の詳細はhttp://www.nomuraholdings.com/jp/csr/data/参照。
＊3 ‌�アジアのうち、主要拠点の2013年度データは8,278t-CO2

＊4 ‌�アジア主要拠点について、2010年度はインド拠点分のみを集計。
＊5 ‌�2010年度は国内野村グループを対象としていたが、2011年度以降、国内野村グループに加え、欧州主要拠点のうちフランクフルトおよびチューリヒ拠点分を集計。2013年度から、

ミラノ拠点分を集計に追加。
＊6 ‌�欧州主要拠点について、2010年度はロンドン拠点分のみを集計。アジア主要拠点について、2010年度および2011年度はインド拠点分のみを集計。集計方法の精緻化により、アジ

ア主要拠点の2012年度データを修正。
＊7 ‌�主要拠点のうち、野村證券において指定業者を通じて購入したもの、ロンドン、インドおよび香港拠点分を集計。集計方法の精緻化により、過年度データを修正。
＊8 ‌�主要拠点のうち、東京（日本橋本社ビル、第二江戸橋ビル）、大阪支店、名古屋支店、ロンドン、パリ、フランクフルト、チューリヒ、およびインド拠点分を集計。2013年度から、東京

（アーバンネット大手町ビル）、京都支店、岡山支店、および香港拠点分を集計に追加。�  
欧州主要拠点：ロンドン、パリ、フランクフルト、チューリヒ、マドリッド、ミラノ、ルクセンブルク*に所在する拠点�  
アジア主要拠点：香港、シンガポール、インド、中国・大連に所在する拠点�  
米州主要拠点：ニューヨークに所在する拠点およびインスティネット社拠点�  
＊集計範囲を拡大した拠点
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データセクション

野村證券国内本支店一覧
（2014年8月末日現在）

グローバルネットワーク

旭川支店
釧路支店
札幌支店

とかち帯広営業所
函館支店

青森支店
秋田支店
いわき営業所
郡山支店
仙台支店

八戸支店
福島支店
盛岡支店
山形支店

岡崎支店
春日井支店
金山支店
刈谷支店
岐阜支店
静岡支店

津支店
豊田支店
豊橋支店
長野支店
名古屋支店
名古屋駅前支店

沼津支店
浜松支店
松本支店
四日市支店

那覇支店

池袋支店
池袋メトロポリタン�  
プラザ支店
上野支店
大森支店
荻窪支店
蒲田支店
京王新宿店
吉祥寺支店
小岩支店
国分寺支店
五反田支店

渋谷支店
自由が丘支店
新宿支店
新宿駅西口支店
新宿野村ビル支店
新橋支店
成城支店
千住支店
立川支店
田無支店
玉川支店
調布支店

田園調布支店
東京支店
虎ノ門支店
中野支店
中目黒支店
練馬支店
八王子支店
府中支店
本店
町田支店
三田支店

青葉台支店
厚木支店
イオンモール�  
船橋営業所
市川支店
宇都宮支店
浦和支店
太田支店
大宮西口支店
小田原支店
柏支店
鎌倉支店
川口支店

川越支店
川崎支店
熊谷支店
甲府支店
越谷支店
さいたま支店
さいたま支店�  
大宮東口店
相模原支店
新百合ヶ丘支店
高崎支店
たまプラーザ支店
千葉支店

つくば支店
鶴見支店
所沢支店
戸塚支店
平塚支店
藤沢支店
船橋支店
松戸支店
水戸支店
武蔵小杉支店
横須賀支店
横浜支店
横浜馬車道支店

大分支店
鹿児島支店
北九州支店
熊本支店

久留米支店
佐賀支店
佐世保支店
長崎支店

福岡支店
福岡支店�  
アミュプラザ博多店
宮崎支店

明石支店
茨木支店
上本町支店
梅田支店
大阪支店
大津支店
岡本支店
学園前支店
川西支店
岸和田支店
京都支店
神戸支店
堺支店
千里支店

大東支店
高槻支店
宝塚支店
塚口支店
天王寺支店
豊中支店
奈良支店
なんば支店
西宮支店
東大阪支店
姫路支店
枚方支店
和歌山支店

金沢支店
富山支店

新潟支店
福井支店

岡山支店
倉敷支店
下関支店
徳山支店
鳥取営業所

広島支店
福山支店
松江支店
米子支店

高知支店
高松支店

徳島支店
松山支店

東京都内

東北

北海道

関東

中部

九州

近畿

北陸

中国

四国

 沖縄

2015年3月期に開設50周年を迎える
ロンドンを中核とし、13カ国に拠点を
有します。株式、債券の引受・トレーディ
ングやソリューション・ビジネスを中心
に、グローバル・ネットワークを活用し
ながら、顧客収益のさらなる拡大と収
益性の向上を目指します。

欧 州

アジア・オセアニア

米 州

人員：3,461名

ホールセールとアセット・マネジメント・ビジ
ネスに加え、海外で唯一、リテールビジネス
を展開しています。各地域の実情に合わせ
た、リテールとホールセール・ビジネスの一
体運営を推進し、高い経済成長が見込まれ
るアジアにおいて、当社独自のビジネスモ
デルを構築していきます。

＊インドのオフショア拠点の人員数を含む

人員：5,891＊

名

グローバルにビジネス展開する当社の本社
機能を有します。営業部門、アセット・マネ
ジメント部門では、国内最大の顧客預かり
資産や投資信託販売シェアを堅持するほ
か、ホールセール部門では、幅広い顧客に
対して独立系証券会社の強みとグローバ
ル・プラットフォームを活かしたサービスを
提供しています。

人員：16,037名

ホールセール・ビジネスを行う9拠点に加えて、
ハイ・イールド債運用に強みを持つ運用会社な
どを有します。当社が競争優位性を発揮でき
る分野に経営資源を集中し、多様な顧客ニー
ズを当社のグローバル・ネットワークにつなぐ
ことにより、世界最大のフィープールを有する
米州において、マーケット・シェアのさらなる拡
大を図っています。

人員：2,281名

日 本
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データセクション

コーポレート・データ

▶ 会社概要

会社名 野村ホールディングス株式会社

代表者名 永井　浩二

設立年月日 1925年12月25日

業務内容 金融サービスに関連する業務

資本金 594,493百万円（2014年3月末現在）

所在地 〒103-8645
東京都中央区日本橋一丁目9番1号

社員数（連結ベース） 27,670名（2014年3月末現在）

▶ 株式情報

発行済株式数
3,822,562,601株（2014年3月末現在）

上場証券取引所
東京、名古屋、シンガポール、ニューヨーク（2014年3月末現在）

証券コード
8604（東京証券取引所）、NMR（NY証券取引所）

株主数
476,079名（単元株主数453,407名）（2014年3月末現在）

株主名簿管理人
三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部　‌�（東京）0120 -232-711�  

（大阪）0120 -094-777�  
http://www.tr.mufg.jp/daikou

米国預託証券（ADR）預託機関
バンクオブニューヨークメロン
Depositary Receipts Division: ＋1（866）680 -6825
http://www.adrbnymellon.com

比率：1ADR＝1普通株

株主構成比（単元株式ベース）
（%）
100

80

60

40
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0
（3月末）20142013201220112010

■ 金融機関（含む証券）　■ 事業法人等　
■ 外国法人等　■ 個人その他 （自己名義株式を含む）

▶ その他

格付情報＊3

野村ホールディングス 野村證券
長　期 短　期 長　期 短　期

Standard & Poor’s BBB+ A-2 A- A-2

Moody’s Investors Service Baa3＊4 — Baa2＊4 P-2

Fitch Ratings A- F1 A- F1

R&I（格付投資情報センター） A+ a-1 A+ a-1

JCR（日本格付研究所） AA- — AA- —

＊3 2014年7月末現在
＊4 引き上げ方向で見直すと発表（2014年7月7日）

Webサイトのご案内

◀ 野村ホールディングス ホームページ
http://www.nomura.com/jp/
当グループでは、自社Webサイトにおいて、視力・聴力・発声障
がいや自力移動運動障がいなどによる情報格差を軽減し、より
広範なユーザーに利用可能な仕様を実現する取り組みを継続し
ています。
http://www.nomuraholdings.com/jp/

▲ IRサイト
http://www.nomuraholdings.com/jp/investor/
当グループの決算・財務情報やNomuraレポート、株主の
みなさまへのご案内、コーポレート・ガバナンスなどのIR
情報をご覧いただけます。

▲ Corporate Citizenshipサイト
http://www.nomuraholdings.com/jp/csr/
当グループのCSRに関する取り組みの詳細をよりタイムリー
に発信しています。金融経済教育の動画やGRIガイドライ
ン対照表、CSR関連データなどをご覧いただけます。

問い合わせ

野村ホールディングス株式会社
IR室	 所在地:	 〒100-8130 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 アーバンネット大手町ビル
	 電話: 	 03-5255-1000（大代表）

コーポレート・シティズンシップ	 所在地: 	 〒100-8170 東京都千代田区大手町二丁目1番1号 大手町野村ビル
推進室	 電話: 	 03-5255-1000（大代表）
	 e-mail: 	 csr@jp.nomura.com

当グループのロゴは、当社の社章を基にしています。社
章は、野村家の紋章のツタ（蔦）の葉と、屋号の「ヤマト」
をあしらったものです。社章の「ヤマ」の象形文字をモダ
ン化したものが、現在の「NOMURA」です。表紙のグラ
フィックは、NOMURAの“M”を抽象化したものです。

＜表紙について＞

大株主の状況（上位10名）＊1

株主名 株数（千株）
比率

（小数第3位以
下を四捨五入）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 162,108 4.24

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 128,994 3.37

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン エスエー 
エヌブイ 10 124,073 3.25

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー 
バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズ   44,659 1.17

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント 
トリーティー   43,994 1.15

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口6）   42,067 1.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5）   42,022 1.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1）   41,720 1.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口3）   41,440 1.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口2）   41,337 1.08

＊1 ‌�当社は、2014年3月31日現在、自己株式を103,784,258株（2.72%）保有して
おりますが、上記大株主からは除外しております

第2四半期末 期末
配当基準日＊2 9月30日 3月31日

＊2 ‌�当社は、会社法第459条第1項に基づき、6月30日、9月30日、12月31日および
3月31日を基準日として、取締役会の決議により剰余金の配当を実施することがで
きる旨を定款に定めておりますが、配当回数については、原則として年2回（基準日：
9月30日、3月31日）としております
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